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諮問庁：独立行政法人住宅金融支援機構 

諮問日：平成３０年２月８日（平成３０年（独個）諮問第９号） 

答申日：平成３０年６月１３日（平成３０年度（独個）答申第９号） 

事件名：本人に係る「償還情報（特定月以降）」等の一部開示決定に関する件

（保有個人情報の特定） 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙の１に掲げる保有個人情報（以下「本件請求保有個人情報」とい

う。）の開示請求につき，別紙の２に掲げる文書に記録された保有個人情

報（以下「本件対象保有個人情報」という。）を特定し，開示した決定に

ついては，本件対象保有個人情報を特定したことは，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

   独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」と

いう。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，独立行政法人住宅金

融支援機構（以下「機構」，「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行っ

た平成２９年１２月２７日付け住機四支発第１６００９号による一部開示

決定（以下「原処分」という。）について，その取消しを求める。 

 ２ 審査請求の理由 

  審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書の記載によると，

おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

   平成２９年１２月２７日付けで機構四国支店から原処分を受けた。し

かし，原処分は不当かつ不服のため，法１８条１項の規定に違反してお

り違法である。抵当権者である機構東京本店（旧住宅金融公庫）からの

開示請求の決定通知書が届かず，関係の無い機構四国支店からの開示決

定通知書が届く。なぜ機構東京本店がデータの開示をしないのか。 

（２）意見書 

審査請求人から平成３０年３月１日付け（同月２日受付）で意見書及

び資料が当審査会宛てに提出された（諮問庁の閲覧に供することは適当

でない旨の意見が提出されており，その内容は記載しない。）。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求について 

   本件審査請求は，法１８条１項の規定に基づき機構が，保有個人情報開

示決定通知書（平成２９年１２月２７日付け住機四支発第１６００９
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号）により行った部分開示決定に対してなされたものである。 

２ 審査請求の理由について 

審査請求書のとおり。 

３ 部分開示決定の妥当性について 

本件は，平成２７年１２月１６日付け「答申書の交付について」（府情

個第４０４４号）と同様の内容である。「諮問番号：平成２７年（独

個）諮問第３８号」及び「答申番号：平成２７年度（独個）答申第１８

号」（以下「先行答申」という。）。 

前回の審査会の結論として，総合オンラインシステム内の異議申立人

（本件の審査請求人）に対する貸付債権の償還情報を特定して開示決定

等をすべきである旨の答申を受けている。本件は，前回の答申を踏まえ，

総合オンラインシステム内の審査請求人に対する貸付債権の償還情報に

ついて開示決定をしている。 

また，総合オンラインシステム内の審査請求人に対する貸付債権の償還

情報以外については，文書不存在のため不開示決定をしている。これは，

前回の答申にもあるとおり，審査請求人に対する貸付債権は消滅してお

り，関係書類の保存期間が終了したため，総合オンラインシステム内の

償還情報以外のデ－タは廃棄・消去されており，保有していないためで

ある。 

したがって，部分開示とする原処分は妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３０年２月８日  諮問の受理 

② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年３月２日     審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 同年５月２１日    審議 

⑤ 同年６月１１日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報について 

本件開示請求は，本件請求保有個人情報の開示を求めるものである。 

処分庁は，本件対象保有個人情報を特定し，その全部を開示した上で，

本件対象保有個人情報以外の本件請求保有個人情報については保有してい

ないとして，不開示とする原処分を行った。 

審査請求人は，データが開示されていない等として，原処分の取消しを

求めているが，諮問庁は原処分を妥当としていることから，以下，本件対

象保有個人情報の特定の妥当性について検討する。 

２ 本件対象保有個人情報の特定の妥当性について 

（１）当審査会事務局職員をして，諮問庁に，改めて本件対象保有個人情報
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以外の本件請求保有個人情報の保有の有無について確認させたところ，

諮問庁は，以下のとおり説明する。 

ア 機構は本件開示請求に類する先行答申において，総合オンラインシ

ステム内の審査請求人に対する貸付債権の償還情報を特定して開示決

定等をすべきである旨の答申を受けている。 

イ 本件請求保有個人情報については，融資に関する書類等（機構が旧

住宅金融公庫から引き継いだものを含む。）が該当し，当該書類等は，

独立行政法人住宅金融支援機構文書管理規程の別表第２「法人文書の

保存期間基準及び保存期間満了時の措置の設定基準」における「貸付

債権（貸付金の回収に関連して取得した財産に係る債権を含む。）に

関する文書」に該当し，その保存期間は，同別表第３に定める基準日

（当該貸付債権消滅後の最初の４月１日）から１年とされている。 

ウ また，個別の融資の契約案件に係る関係書類は，当該融資等の業務

を委託している銀行等が保有しており，機構では保有していないが，

機構と受託機関とを接続する総合オンラインシステム（システム開始

は平成１３年）により，受託機関が入力した個別融資に関する申込情

報，審査情報や償還情報等を機構で把握することができる。 

エ 審査請求人に係る融資は，特定年月日Ｙに完済されており，また，

当該融資に係る書類は，特定銀行Ａが作成している保存文書廃棄台帳

により確認したところ，保存期間経過後特定年月日Ｚに他の完済書類

と共に廃棄されている。 

オ そこで，総合オンラインシステム内の審査請求人に対する貸付債権

の償還情報等（本件対象保有個人情報）を特定したところであるが，

その余の本件請求保有個人情報については，先行答申にもあるとおり，

審査請求人に対する貸付債権は消滅しており，関係書類の保存期間が

満了したため廃棄・消去されており保有していないことから，一部開

示決定としたところである。 

（２）上記諮問庁の本件対象保有個人情報を特定するに至った経緯及び本件

対象保有個人情報の外に本件請求保有個人情報を保有していない旨の説

明について，特段不自然・不合理な点は見当たらず，これを覆すに足り

る事情も認められない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求保有個人情報の開示請求につき，本件対象保

有個人情報を特定し，一部開示した決定については，機構において本件対

象保有個人情報の外に開示請求の対象として特定すべき保有個人情報を保
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有しているとは認められないので，本件対象保有個人情報を特定したこと

は，妥当であると判断した。 

（第５部会） 

委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 
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別紙   

１ 本件請求保有個人情報  

請求１ 住宅ローンだけの入出金帳（特定期間）。 

請求２ 特定年Ａ住宅金融公庫からの借入金（審査請求人本人の住宅会

社に直接支払った１４００万の振払込証書。）。 

請求３ 特定年月日Ｘ建売住宅購入資金融資承認通知書，保証委託申込

書。 

請求４ 特定年Ｂ住宅機構から特定銀行Ａに借りかえ時の抵当権完了証

（コピーでも可）。 

 

２ 本件対象保有個人情報が記録された文書 

 文書１ 償還情報（平成１３年１月以降） 

文書２ 融資取引消滅証明書 


